
 

 

第４章 第２章方式と現行決算統計との比較について 

 

４．１ 科目体系の相違について 

現行の総務省方式バランスシートは決算統計の性質別区分に基づき作成しているが、

基準モデルでは、資産台帳とのリンクをベースとし科目体系も異なるものとなっている。 

予算科目から決算統計で振り分けた区分と今回のツールを用いて振り分けた基準モ

デル用の科目区分は、参考資料－18 のとおりである。 

特に、歳出において決算統計では財源充当表などにより、歳出の性質別を厳密に区分

しているが、これを仕訳ツールで行なうには、科目の対応を更に複雑なものとせざるを

得ない。仕訳ツールは決算統計とは区分して、財務諸表の作成に特化した機能として整

備することが必要と思われる。 

 

４．２ 現行総務省方式のバランスシートとの比較 

現行の総務省方式により作成した普通会計バランスシートは、参考資料－19 のとお

りである。 

主な違いは、次のとおりである。 

 

表－６５ 総務省方式と第 2章方式との比較（普通会計） 

                                （単位：百万円） 

区分 現行総務省方式（Ａ） 基準モデル（Ｂ） 差引（Ｂ）―（Ａ） 違いの主なもの 

非金融資産 507,774 717,454 209,680 価額算定方法、昭和 43 年

度以前分の算入、減価償却

の開始年度、耐用年数 

 うち土地 221,522 375,618 154,096 価額算定方法、昭和 43 年

度以前分の算入 

金融資産 38,536 40,196 1,660 歳計外現金の追加、貸倒引

当金の計上 

流動負債 13,850 17,209 3,359 歳計外現金の追加、賞与引

当金の計上 

非流動負債 166,779 166,779 0  

純資産 365,681 573,662 207,981  
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第５章 本試行に用いたツールについて 

 

５．１ 総括的事項 

 今回の試行においては、歳入・歳出データと勘定科目への変換定義を行うこと、及び

歳入・歳出データをツール側に提供することが、最初の作業であった。 

 しかし、第１章で述べたように、科目体系が十分に整備されていない状態で、また、

予算科目と勘定科目との対応関係が混在した状態のまま、システム作業に入ったため、

手戻りと検証に負担を要した。 

これは初めての試行という性格上やむを得なかったと考えるが、こうした前提条件を

整備することによって、ツールは有効に機能すると考える。 

  

５．２ 特別会計（企業会計を除く）への適用について 

現状のツールは普通会計のみを対象としているが、普通会計と同様の財務会計システ

ムを利用している特別会計の場合は、新たに公会計に対応した科目を設定すれば、対応

可能と思われる。ただし、どのような科目体系を設定するかは、個別にその特別会計を

分析する必要がある。特別会計の設置は、各地公体で様々な種類があり、下水道事業な

ど、一般的な特別会計の場合は、普通会計と同様な体系を標準的に設定できるが、特殊

な場合は、個別の対応が必要となる。また、独自の財務会計システムで運用している場

合も個別対応が必要となる。 

 

 

５．３ 企業会計への適用について 

企業会計（水道事業・市民病院事業・児島モーターボート競走事業）は、既に独自で

複式簿記の財務会計システムを導入している。これらは、それぞれの会計が利用しやす

いよう設計されており、かつ、既に複式簿記を採用している会計について、さらにツー

ルを利用する必要はないものと考えられる。 

基準モデルの考え方を適用するならば、連結時の組替原則を明確にする必要があると

思われ、さらに、公営企業会計側の会計基準の改訂も検討対象となるのではないかと思

われる。 
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（付１）倉敷市新公会計制度研究会設置要綱 

 

１ 背景・目的及び名称 

倉敷市は、複式簿記の考え方を取り入れた新たな公会計制度の導入を図るための、総

務省主催「新公会計制度実務研究会」のモデル団体に選定されました。 

このため、公会計の整備について提言した「新地方公会計制度研究会報告書」（平成

１８年５月１８日）を踏まえ、同報告書で示された「基準モデル」の実行可能性の検証

及び資産評価方法等の諸課題について検討し、新たな財務諸表の整備や予算編成への活

用についての研究を行うことを目的として、倉敷市新公会計制度研究会（以下「研究会」

という。）を設置し、併せて、研究会の下部組織として「資産評価ワーキンググループ」

（以下「ＷＧ」という。）を設置する。 

 

２ 研究会検討内容 

（１）「基準モデル」の実行可能性の検証。 

（２）資産評価の具体的方法とそのための公有財産台帳の整備のあり方。 

（３）財務書類の表示科目や作成手法の実務的検討。 

（４）予算編成・決算分析への活用のあり方。 

 

３ ＷＧ検討内容 

（１）資産評価の具体的方法とそのための公有財産台帳の整備のあり方。 

 

４ 検討体制 

（１）研究会は、委員長及び委員をもって構成する。 

（２）委員長は、総合政策局長が務め、研究会を招集し、主宰する。 

委員長は、必要に応じＷＧの開催を指示することができる。 

（３）研究会の構成員は、別表１「研究会構成員」のとおりとする。 

（４）ＷＧは、グループリーダー及びグループ員をもって構成する。 

（５）グループリーダーは、ＷＧを招集し、主宰する。 

（６）ＷＧの構成員は、別表２「ＷＧ構成員」のとおりとするが、グループリーダー

は必要に応じ、ＷＧ構成員以外の参加を求めることができる。 

 

５ 庶務 

研究会及びＷＧの庶務は、総合政策局企画財政部財政課が行う。 

 

６ 設置期間 

平成１８年９月１１日から平成１９年３月３１日までとする。 
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７ その他 

この要綱は、平成１８年９月１１日から施行する。 

 

別表１ 

研究会構成員 

委員長 末永洋之 倉敷市総合政策局長 

委員 桜内文城 新潟大学経済学部助教授 

委員 竹内道宏 倉敷市総合政策局企画財政部財政課課長主幹 

委員 藤原 聡 倉敷市政策審議監付課長主幹 

委員 月本清治 倉敷市総合政策局政策推進部情報政策課主任 

委員 武内孝明 倉敷市総務局総務部管財課主事 

委員 大杉茂治 （財）日本システム開発研究所理事 

 

 

別表２ 

ＷＧ構成員 

グループリーダー 竹内道宏 倉敷市総合政策局企画財政部財政課課長主幹 

グループ員 中藤知之 倉敷市総合政策局企画財政部財政課主幹 

グループ員 山本 明 倉敷市政策審議監付主任 

グループ員 月本清治 倉敷市総合政策局政策推進部情報政策課主任 

グループ員 岡 昭典 倉敷市総合政策局企画財政部財政課主任 

グループ員 武内孝明 倉敷市総務局総務部管財課主事 

グループ員 北村達也 慶応義塾大学大学院生 
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（付２）本試行に参加した外部協力者 

 

（付１）に示した研究会委員を除く 

種田 正夫 財団法人日本システム開発研究所 主任研究員 

北川 裕一 財団法人日本システム開発研究所 専門技術員 

落合 幸隆 公認会計士･税理士 財団法人日本システム開発研究所 嘱託 

野中 俊也 (株)ＡＢＭ 公共システム部長 

遠藤 聡 (株)ＡＢＭ テクニカルディレクター 

加藤 恭子 (株)ＡＢＭ システムエンジニア 

三宅 克弘 (株)ＡＢＭ コンサルタント 

菅原 正明 公認会計士･税理士 (株)ＡＢＭ シニアコンサルタント 
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